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平成28年「高年齢者の雇用状況」集計結果 

 

 函館公共職業安定所では、高年齢者を65歳まで雇用するための「高年齢者雇用確保措置」の

実施状況など、平成28年「高年齢者の雇用状況」（６月１日現在）の集計結果をまとめました

ので、公表します。 

 

 高年齢者が年齢にかかわりなく働き続けることができる生涯現役社会の実現に向け、「高年

齢者等の雇用の安定等に関する法律」では65歳までの安定した雇用を確保するため、企業に「定

年の廃止」や「定年の引き上げ」、「継続雇用制度の導入」のいずれかの措置（高年齢者雇用

確保措置）を講じるよう義務付け、毎年６月１日現在の高年齢者の雇用状況の報告を求めてい

ます。 

 

 今回の集計結果は、この雇用状況を報告した管内の従業員31人以上の企業４０７社の状況を

まとめたものです。 

 

 
 

 

《ポイント》 

 

○ 定年制の廃止および65歳以上定年企業の割合は２５．８％（前年比０.
６ポイント増加）。 

  このうち、①定年制の廃止企業の割合は３．９％（前年比０.８ポイン
ト減少）、②65歳以上定年企業の割合は２１．９％（前年比１.４ポイン
ト増加）。 

 

○ 希望者全員66歳以上の継続雇用制度を導入している企業の割合は７．
６％（前年比２.０ポイント増加）。 

 

○ 70歳以上まで働ける企業の割合（注）は２３．３％（前年比２.４ポイ
ント増加）。 

 
（注） 定年がない企業、定年が70歳以上の企業又は70歳以上までの継続雇用制度（希望者全員又

は基準に該当する者を対象とする制度）を導入している企業のほか、企業の実情に応じて
何らかの仕組みで70歳以上まで働くことができる制度のある企業。 
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１ 管内における高年齢者雇用確保措置の実施状況  

（1） 全体の状況（表１） 

高年齢者雇用確保措置（以下「雇用確保措置」という。）の実施済企業の割合は     

９９．３％（前年比１．２ポイント増加）となっている。 

一方、未実施企業の割合は０．７％（前年比１．２ポイント減少）となっている。 

（2） 雇用確保措置の内訳（表２） 

雇用確保措置の実施済企業のうち、「定年制の廃止」により雇用確保措置を講じている

企業は４．８％（前年比０．８ポイント減少）、「定年の引上げ」により雇用確保措置を

講じている企業は２２．０％（前年比１．１ポイント増加）、「継続雇用制度の導入」に

より雇用確保措置を講じている企業は７４．０％（前年比０．３ポイント減少）となって

いる。 

（3） 継続雇用制度の内訳（表３） 

「継続雇用制度の導入」の措置を講じている企業のうち、継続雇用制度の対象者を限定

する基準を定めていない企業は６８．６％（前年比０．５ポイント増加）、継続雇用制度

の対象者を限定する基準を労使協定で定めている企業（経過措置適用企業）は３１．４％

となっている。 

（4） 希望者全員が 65 歳以上まで働ける企業の割合（表４） 

希望者全員が 65歳以上まで働ける企業の割合は７６．２％（前年比１．４ポイント増加）

となっている。 

（5） 定年制の廃止および 65 歳以上定年企業の割合（表５） 

定年制を廃止している企業の割合は３．９％（前年比０．８ポイント減少）、65 歳以上

定年企業の割合は２１．９％（前年比１．４ポイント増加）となっている。 

（6） 希望者全員 66 歳以上の継続雇用制度を導入している企業の割合（表６） 

希望者全員が 66 歳以上まで働ける継続雇用制度を導入している企業の割合は７．６％

（前年比２．０ポイント増加）となっている。 

（7） 70 歳以上まで働ける企業の割合（表７） 

70 歳以上まで働ける企業の割合は２３．３％（前年比２．４ポイント増加）となってい

る。 

２ 今後の取組 

（1）雇用確保措置の定着に向けた取組 

雇用確保措置が未実施である企業に対して、引き続き個別指導を実施し、早期解消を図

る。 

（2）生涯現役社会の実現に向けた取組 

少子・高齢化の進行、将来の労働力人口の低下等を踏まえ、生涯現役社会の実現に向け、

65 歳までの雇用確保を基盤としつつ、高年齢者雇用安定法の義務を超え、年齢にかかわり

なく働き続けることが可能な企業の普及・啓発等に取り組む。 



函館

表１　雇用確保措置の実施状況 （参考：北海道）

①実施済み ②未実施 合計（①＋②） ①実施済み ②未実施 合計（①＋②）

404 3 407 5,841 19 5,860

(417) (8) (425) (5,768) (46) (5,814)

99.3% 0.7% 100.0% 99.7% 0.3% 100.0%

(98.1%) (1.9%) (100.0%) (99.2%) (0.8%) (100.0%)

264 1 265 3,828 7 3,835

(267) (4) (271) (3,799) (16) (3,815)

99.6% 0.4% 100.0% 99.8% 0.2% 100.0%

(98.5%) (1.5%) (100.0%) (99.6%) (0.4%) (100.0%)

表２　雇用確保措置実施企業における措置内容の内訳
（社、％）

①定年制の廃止 ②定年の引上げ
③継続雇用制度の

導入
合計

（①＋②＋③）

16 89 299 404

(20) (87) (310) (417)

4.0% 22.0% 74.0% 100.0%

(4.8%) (20.9%) (74.3%) (100.0%)

7 53 204 264

(9) (48) (210) (267)

2.7% 20.1% 77.3% 100.0%

(3.4%) (18.0%) (78.7%) (100.0%)

表３　継続雇用制度の内訳

205 94 299

(211) (99) (310)

68.6% 31.4% 100.0%

(68.1%) (31.9%) (100.0%)

129 75 204

(134) (76) (210)

63.2% 36.8% 100.0%

(63.8%) (36.2%) (100.0%)

表４　希望者全員が65歳以上まで働ける企業の状況

①定年制の
廃止

②65歳以上
定年

③希望者全員65
歳以上の

継続雇用制度

16 89 205 310

(20) (87) (211) (318)

3.9% 21.9% 50.4% 76.2%

(4.7%) (20.5%) (49.6%) (74.8%)

7 53 129 189

(9) (48) (134) (191)

2.6% 20.0% 48.7% 71.3%

(3.3%) (17.7%) (49.4%) (70.5%)

企業数

高年齢者雇用確保措置の実施状況等

（社、％） （社、％）

企業数 企業数

51人
以上

51人
以上

※(　)内は、平成27年６月１日現在の数値。 ※(　)内は、平成27年６月１日現在の数値。

51人
以上

※(　)内は、平成27年６月１日現在の数値。
※「合計」は表１の「①実施済み」に対応している。
※「②定年の引上げ」は65歳以上の定年の定めを設けている企業、「③継続雇用制度の
導入」は定年年齢は65歳未満だが継続雇用制度の年齢を65歳以上としている企業を、そ
れぞれ計上している。

（社、％）

①希望者全員
65歳以上の
継続雇用制度

②基準該当者65歳
以上の継続雇用制度
（経過措置適用企業）

合計（①＋②）

企業数

51人
以上

※(　)内は、平成27年６月１日現在の数値。
※「合計」は表２の「③継続雇用制度の導入」に対応している。

（社、％）

合計
（①＋②＋③）

報告した全ての
企業

51人
以上

265

(271)

100.0%

(100.0%)

企業数

407

(425)

100.0%

(100.0%)

※(　)内は、平成27年６月１日現在の数値。
※「希望者全員が65歳以上まで働ける企業」は「定年制の廃止」、「65歳以上定年」及び「希望者全員65歳以
上の継続雇用制度」の合計である。
※「報告した全ての企業」は表１の「合計」に対応している。



表５　定年制の廃止および65歳以上定年企業の状況

65歳 66～69歳 70歳以上

16 85 0 4 407

(20) (84) (0) (3) (425)

3.9% 20.9% 0.0% 1.0% 100.0%

(4.7%) (19.8%) (0.0%) (0.7%) (100.0%)

7 51 0 2 265

(9) (46) (0) (2) (271)

2.6% 19.2% 0.0% 0.8% 100.0%

(3.3%) (17.0%) (0.0%) (0.7%) (100.0%)

表６　希望者全員66歳以上の継続雇用制度を導入している企業の状況
（社、％）

①66歳～69歳 ②70歳以上

1 30 31 407

(1) (23) (24) (425)

0.2% 7.4% 7.6% 100.0%

(0.2%) (5.4%) (5.6%) (100.0%)

1 21 22 265

(1) (14) (15) (271)

0.4% 7.9% 8.3% 100.0%

(0.4%) (5.2%) (5.5%) (100.0%)

表７　70歳以上まで働ける企業の状況

希望者全員
70歳以上

基準該当者
70歳以上

16 4 28 32 95 407

(20) (3) (22) (30) (89) (425)

3.9% 1.0% 6.9% 7.9% 23.3% 100.0%

(4.7%) (0.7%) (5.2%) (7.1%) (20.9%) (100.0%)

7 2 20 19 60 265

(9) (2) (13) (16) (51) (271)

2.6% 0.8% 7.5% 7.2% 22.6% 100.0%

(3.3%) (0.7%) (4.8%) (5.9%) (18.8%) (100.0%)

（社、％）

合計（①+②）
報告した全ての

企業
①定年制の
廃止

②65歳以上定年

企業数

企業数

105

(107)

25.8%

(25.2%)

51人
以上

60

(57)

22.6%

(21.0%)
※(　)内は、平成27年６月１日現在の数値。
※②「65歳以上定年」は表２の「②定年の引上げ」に対応している。
※「報告した全ての企業」は表１の「合計」に対応している。

合計（①+②）
報告した全ての

企業
希望者全員66歳以上

51人
以上

※(　)内は、平成27年６月１日現在の数値。
※本票は定年年齢が70歳以上の企業も含めて計上しているため、「②70歳以上」は
表７の「希望者全員70歳以上」に対応しない。
※「報告した全ての企業」は表１の「合計」に対応している。

（社、％）

合計
（①+②+③+④）

報告した全ての
企業

①定年制の
廃止

②70歳以上
定年

③70歳以上までの継続雇用制度 ④その他の
制度で70歳
以上まで雇用

※(　)内は、平成27年６月１日現在の数値。
※「70歳以上まで働ける企業」は「定年制の廃止」、「70歳以上定年」、「70歳以上までの継続雇用制度」及び「その他の制度で70歳以上まで雇
用」の合計である。
※　「その他の制度で70歳以上まで雇用」とは、希望者全員や基準該当者を70歳以上まで継続雇用する制度は導入していないが、企業の実情
に応じて何らかの仕組みで70歳以上まで働くことができる制度を導入している場合を指す。
※「報告した全ての企業」は表１の「合計」に対応している。

企業数

15

(14)

3.7%

(3.3%)

51人
以上

12

(11)

4.5%

(4.1%)


